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はじめに
本稿は，標題の研究プロジェクト（アジア太平洋地域の経済的多様性
と協力可能性）の成果を取りまとめたものである。アジア太平洋地域の
動態的変容，すなわち，構造自体が時間を通じて変化してゆく，いわば
「複雑系」的事実を重視した同地域に関する研究と政策提言の試論であ
る。既存の多くの国際経済論関連の文献において用いられる「グローバ
リゼーション」すなわち経済活動の地球規模化をもちろん念頭に置きつ
つ，特にアジア太平洋地域の経済動向と経済協力というリージョナリズ
ム的な視点も明示し，国家，企業，市民団体，個人間の複雑な相互依存
関係を可能な限り描出することが，本稿の最大の狙いである。上で述べ
たリージョナリズム（地域主義）とは，言うまでもなく地域を優先する
価値観を指すため，通常閉鎖的な社会の形成と見なされる。しかし，こ
の地域主義が現代における地球社会にもたらしている経済的メリットと
同時に，ある種の歪みを顕在化させている。一方で，開かれた地域主義
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などという一見言葉の矛盾した響きのある言葉も存在している。これら
を考察するのにあたって必要な概念をさしあたり列挙すると，相互依存，
多様性，価値観もしくはアイデンティティとなろう。さらに昨今は，グ
ローバル社会の地域への影響を重視した「グローカル」，ひいては「グ
ローナカル」（グローバル＋ナショナル＋ローカル）という呼び方すら
創発している。そして特にアジア太平洋地域においては，経済・政治面
のみならず，社会・文化面の多様性が大きく，これについての考察は欠
かせない。
本稿では，「経済システムは社会・文化に埋め込まれた実在」との認
識より，アジア太平洋地域の多様性と協力可能性について研究を行った。
APECという組織自体についての研究ではなく，APECおよびアジア太
平洋地域を取り巻く経済・社会状況を広範に捉えて見えてくる同機関へ
の具体的な政策提言を目指している。
本稿の構成は以下の通りである，まず第１節において，アジア太平
洋地域およびAPECに関する概要を記述し，続いてアジア太平洋地域の
経済的多様性につき，貿易と金融の側面を主軸として考察する。次に第
２節では，アジア太平洋地域の協力可能性について，まず経済を中心と
して考察し，その後，第３節で制度・文化・多様性の視点からの考察を
加える。第４節では公共哲学的な観点も入れながらAPEC地域の多様性
に着目した考察を行う。そして最後の第５節では，これらを踏まえ，今
後のAPECプロセスに関する実際的な話題について，雑感として記述し
たい。
なお，本研究は，科学研究費（基盤Ｃ）「アジア太平洋地域における
経済活動の多様性及び協力可能性の検証」の助成による研究成果の一部
である。
アジア太平洋地域における経済活動の多様性及び協力可能性の検証：要約と政策提言
４４ （４４）
１．アジア太平洋経済地域とAPECに関する概要
２００９年初現在，世界大の貿易システムに関し，WTO（World Trade
Organization，世界貿易機関）およびFTA（Free Trade Agreement，
自由貿易協定）への関心が良きにつけ悪しきにつけ高まる中，APEC
（Asia Pacific Economic Cooperation，アジア太平洋経済協力）への関
心は一般および産官学のいずれにおいても，いわば底を打っている状態
と思われる。しかしその一方で，２０１０年には首脳会議を含めたAPEC公
式諸会議の日本開催が正式に決定している。この２０１０年という年は，
APECの掲げる貿易自由化の目標（ボゴール目標）の最初の目標達成年
であるため，APECを巡る貿易投資の自由化・円滑化の議論が再燃する
ことが予想されている。「ボゴール目標」とは，「APECの先進メンバー
（エコノミー２））は遅くとも２０１０年までに，また，発展途上のエコノ
ミーは遅くとも２０２０年までに自由で開かれた貿易及び投資という目標を
達成する」という目標である。１９９４年１１月のインドネシアのボゴール宮
殿における首脳会議の「APEC経済首脳の共通の宣言」（ボゴール宣言）
において，この目標が掲げられた。具体的には，１．貿易・投資に関す
る障壁の更なる削減，２．財，サービス及び資本の自由な流れの促進，
３．GATTとの整合性の確保，４．内向きの貿易ブロックの創設への強
い反対，５．ウルグアイ・ラウンドにおける約束の完全かつ遅滞なき実
施，６．ウルグアイ・ラウンドの成果の深化及び拡大を目的とする作業
への取組み，などを含んでいる。APECの開かれた地域主義の意図は，
４の内向きの貿易ブロックへの強い反対という政策姿勢に明らかである。
このように１９９４年以来貿易投資の自由化円滑化が目標とされているが，
２）周知のように，APECにおいては，主権国家の認知に関する国際的な見解の
相違に配慮し，メンバーを「国」や「地域」ではなく，「エコノミ （ー経済域）」
と呼称している。
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「貿易投資の自由化円滑化」とは具体的にどのような状態を意味するの
か，について明確な合意は存在しておらず，このことがAPECの実効性
への疑問の根拠ともなっている。
APECは一般的に言われる経済統合の第一段階，「自由貿易協定」よ
りもさらに緩やかな共同体，すなわち「開放的経済連合」と位置づけら
れる。これを経済発展の初歩的段階ととるか，上記，特徴（非制度化）
に基づくアジア太平洋地域の独自のあり方ととるかは，経済システムに
関する地球規模の価値観が問われる重要な論点である。本研究では，後
者の立場，すなわち，「多様性に特徴づけられるAPECにおいては，開
放経済連合」が望ましいとの立場をとっている３）。
世界の経済大国としての米国は，２００６年１１月に，APEC全体での
FTAを実現させる政策意図を公表している。日本も，これを長期的な
目標として今後のFTA４）交渉を進めていくようである。APECはアジア
および太平洋の諸国を包含する組織（あるいは体制，「フォーラム」）で
あるため，自由貿易協定FTAの弊害としての貿易転換効果がより少な
いと考えられ，WTO加盟国全体での貿易自由化が望めない状況では，
次善の国際経済システムとしてますます注目されつつあり，近い将来さ
らにAPECの重要性は国際的に高まるであろう。そのため，APECに焦
点を当てた本研究にも一定の意義が認められるといえよう。
アジア太平洋地域の経済的な現状を俯瞰すると，そこには，相互依存
関係を深化させ続ける共同体の祖形が見えてくる。APECがまさにアジ
ア太平洋地域の共同体形成の現在の姿である。アジア太平洋経済協力
３）もちろんこの「仮説」の検証は，今後実際に観察されるAPECを巡る政策動
向の進展によりなされる必要があるが，APECの構成市民たる筆者らがまず
そのような立場を取ることが逆に今後のAPECの動向を形成していくものと
判断される。
４）日本においては，包括性を重視し，FTAの代わりにEPA（Economic Partner-
ship Agreement，経済連携協定）と呼称されることが多い。
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（APEC）は「開かれた地域主義（Open Regionalism）」のスローガン
の下に，自由で開かれた貿易および投資の実現を究極的な目標としてい
る。加盟するメンバー国・地域による精力的な政策努力の結果，アジア
太平洋地域は貿易・投資および知識の相互交流により「開かれた地域
（Open Region）」へ変貌しつつある。
ここで，そもそも「開かれた地域主義」という用語はその中に矛盾を
含むようにも見える。それは「地域主義」が域内を優遇する閉鎖的な（閉
じた）措置をとる傾向が多いためである。閉じた地域主義が大勢である
といえよう。
APECにおいては，経済協力を固定されたメンバーで達成するのでは
なく，段階的にではあるが，希望する非メンバー国の参加を（もしくは
非メンバー国との貿易自由化を）積極的に促そうという意図が存在して
いる。具体的に，APECは上記の「ボゴール目標」の実現に向けて着実
に歩みつつある。ただし，さらに残存する貿易投資の障壁を取り除くた
めの市場補完的な施策をAPECが打ち出す能力があるか否かについては
懸念があるのもまた事実である。
２００５年の第２回APEC高級事務レベル会合においては，APECの「ボ
ゴール目標」を達成するための手段（vehicles）が少なくとも数種類存
在する点が確認された。それらは，APECにおける「個別行動計画（In-
dividual Action Plan, IAP）」，「共同行動計画（Collective Action Plan）」，
「パスファインダー・イニシアティブ」（Pathfinder Initiative，すなわ
ち「道の模索」），WTOにおけるドーハ開発アジェンダ，二国間自由貿
易協定（FTA）および「国境の背後の行動」（国内構造改革を含む）な
どである。このうち，パスファインダー・イニシアティブは，２００１年の
第９回APEC首脳会議（上海）の「上海アコード」において奨励された
新たなアプローチである。「自由で開かれた貿易と投資」という「ボゴー
ル目標」の達成に向けた取組みを促進させるために，全てのAPECエコ
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ノミーの参加がなくても，対応可能な一部の複数メンバー・エコノミー
によってAPECプロジェクトを先行的に実施できることとしたものであ
る。部分的な貿易投資の自由化・円滑化を非拘束的にかつ意欲のある一
部のAPECメンバーの集まりでまず目指し，APECの全てのメンバーで
行う（全体化する）場合の効果を模索するAPECの新しい仕組みである。
その実施に際しては，自主性，包括性，合意（コンセンサス）に基づく
意思決定，柔軟性，透明性，開かれた地域主義といったAPECの諸原則
を遵守したものであるべきことが確認されている。パスファインダー・
イニシアティブのプロジェクトには，具体的には，事前旅客情報システ
ム，税関手続の簡素化，コーポレート・ガバナンス（企業統治）などが
含まれている。
これらのAPEC内外の手段は本来的に相互依存的であるにも拘らず，
これらの諸手段間の関係は必ずしも明確化されていない。例えば，国内
構造問題のうちのいくつかは，二国間自由貿易協定に先立ち，前提とし
て各国で独自に取り組まれるものとみなされ，そのため，当の二国間自
由貿易協定が国内構造問題を詳細に扱わないことになる。即ちこれらの
国内構造問題は「低いレベル」のものとして固定化されてしまうことに
なる。このような問題の解決に対し，上記のIAP，CAP，パスファイン
ダー・イニシアティブなどのAPECにおける手段がどのように貢献しう
るかについて活発な意見交換が望まれるのである。
１９８９年に設立されたAPEC（Asia Pacific Economic Cooperation，ア
ジア太平洋経済協力）は，アジア太平洋地域の持続可能な発展を目的と
し，域内の全主要国・地域が参加する地域的まとまりである。まだ自由
貿易地域にもなっていないものの，加盟する各国・地域で貿易自由化を
積極的に推進しようと政策論議が活発に行われている。APECの特徴は，
多様性，高成長，非制度化である。はAPECメンバー国・地域
の経済的発展段階，政治体制，及び文化的歴史的背景が非常に多様であ
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ること，はこの地域の近年における高い経済成長ぶり，はAPECと
いう枠組みが制度的に緩やかで自発的な性質を持つことをそれぞれ指し
ている。
このようなAPECをめぐる背景背景の下，アジア太平洋地域は，貿
易・金融・IT化の結びつきを実態的に強めている。そこで次節では，
貿易と金融，そしてIT化について焦点を当てた考察を行う。
２．アジア太平洋地域の経済的多様性：貿易と金融を主軸として
アジア諸国の産業構造の多様性：国際産業連関表に基づいた進化論のア
プローチ５）
産業連関表分析は２０世紀に入って，経済活動分析の不可欠な手法とし
て幅広く適用されるようになった。しかし，このような数多く研究の中
で，産業連関分析による「多様性」分析があまりなされていないことは
確かな事実である。産業間の異質性・非対称性とは「多様性」のような
ものであり，その産業間の異質性・非対称性が新しい生産革命とイノ
ベーションを引き起こす原動力であると考えられる。このような研究の
背景で，本節は，多様性による経済発展の実証研究として，国際産業連
関表に基づき生物学における「自己組織化」，「自己淘汰」，「共進化」，
「多様性」の概念を用いアジア産業構造の異質性・非対称性を明らかに
し，このような産業構造の多様性がアジア経済成長の原動力であるとい
うことを主張する。そして，この「多様性による技術共進化」，あるい
は「多様性による経済発展」を経済学的に解明していくことの新たな試
みである。
表１はアジア諸国の製造業の生産構造の中間投入係数の変化を示した
５）本節は，斉海山氏（人文社会科学研究科博士後期課程１年，当時）の研究成
果に依拠している。
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ものである。この表によると，ASEAN諸国と中国の製造業の自己投入
が大幅に増加しており，製造業の発展が著しいことが分かる。韓国の場
合は，製造業の自己投入があまり変化していないが，サービス業への自
己投入が大幅に増加している。日本の場合は，製造業の自己投入が低下
しており，サービス業への自己投入が大幅に増加した。このような投入
係数の変化は，日本・韓国とASEANとで補完的な動向を示しており，
これは当初の多様性による更なる経済的多様性の強化，すなわち自己組
織化を表していると解釈することができよう。アジア諸国・地域は，多
様な商品，技術，そして資源が「自己組織化」的にそれぞれ経済の発展
段階を決めているのである。
表１ 日本・韓国・中国・インドネシアの各産業の自己投入係数の変化
日 本 韓 国 中 国 インドネシア
１９８５ ２０００ １９８５ ２０００ １９８５ ２０００ １９８５ ２０００
農林水畜産業
０．０８３８
１７
０．０６７９
０６
０．０８３７
０７
０．０４１８
４８
０．１４３５
０４
０．１４７３
９９
０．０３１９
３６
０．０６５０
１５
鉱 業
０．００１０
８３
０．００２４
１４
０．０００３
０３
０．００００
００
０．０２００
２９
０．０３０２
６４
０．０８７８
１７
０．１５１３
１８
製 造 業
０．４０４５
２３
０．３６７１
００
０．３４２３
１０
０．３５４８
１４
０．３６２７
５１
０．４０７７
１１
０．１３７２
４４
０．１８０４
４３
公 益 事 業
０．０２４８
７７
０．０６０５
７０
０．０３８０
６５
０．１１４９
６９
０．０２８７
５１
０．０９５５
２６
０．１５９４
６５
０．０７７０
５８
建 設 業
０．００１９
５２
０．００２６
１０
０．００３１
６３
０．０００２
６２
０．００００
００
０．０００５
９８
０．００１７
５８
０．０００７
６１
商業・運送
０．０５４８
９８
０．０５２８
０７
０．０４４６
１９
０．０４５８
６０
０．０４１５
５６
０．０８３０
４６
０．０４６２
８６
０．０６０２
１２
サービス業
０．１２５４
３６
０．１６８６
６９
０．１０６０
３１
０．１７３０
４６
０．０４９３
８５
０．１３３９
５２
０．０５０２
３２
０．０８６９
０９
出所：アジア経済研究所，Asian international input- output table１９８５～２０００．
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アジア太平洋域内の金融動向６）
グローバリゼーションにともなう金融的取引は飛躍的に拡大し，２１世
紀初頭では，貿易実需の１００倍近くが，金融投資に基づく資金需要であ
るといわれている。メキシコの債務危機，アジア通貨危機，ロシアでの
通貨危機，そして米国のサブプライム問題の例に見られるとおり，金融
の不安定性は，APEC地域の大きな課題である。本稿では，複雑系的視
点よりアジア太平洋地域の金融面の不安定性検出とそれを踏まえた政策
提言を行う。
まず，図１にタイ・バーツの対米ドル為替レートの推移を示す。１９９７
年７月のいわゆる「アジア通貨危機」の時点で予測不能なジャンプが見
られ，その後次第にバーツは減価していることが分かる。このような
「予測不能性」を他のAPECメンバーでも検証してみる。
次に図２から図８までは，各国通貨の対ドルレート（日次データ）の
前日比の変動幅に関するランク（順位）＝サイズ（変動幅）曲線を１９９７
６）本節は，杉山浩平氏およびシンデエワ・マリア氏（ともに法経学部総合政策
学科４年，２００９年３月当時）の研究成果に依拠している。
図１ 対米ドル・バーツ為替レートの推移（１９９７年６月１日―１９９８年５月３１日）
出所：公表データに基づき筆者作成。
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年全体および１９９８年全体の２期間に絞って両対数平面に表示したもので
ある。また表２には，ランク＝サイズ曲線を直線回帰して得られる決定
係数（補正R２）を示す。これらを見ると，総じてアジア通貨危機が発生
した１９９７年，およびルーブル危機が起こった１９９８年のランク＝サイズ曲
線が，より直線性を帯びている点が観察される。このことは，通貨危機
図４―１ 韓国・ウォン（１９９７年） 図４―２ 韓国・ウォン（１９９８年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
図３―１ マレーシア・リンギ（１９９７年） 図３―２ マレーシア・リンギ（１９９８年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
図２―１ タイ・バーツ（１９９７年） 図２―２ タイ・バーツ（１９９８年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：石戸光作成。
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の時点では，大きな変動も小さな変動もスケールに関係なく同程度に起
きやすい状況，すなわち予測不能性が高まることを指し示している７）。
次に，やはり複雑系的視点の指標，「フラクタル次元」を金融危機時
点のいくつかのアジア通貨で観察された対米ドル為替レートに適用し算
図５―１ インドネシア・ルピア
（１９９７年）
図５―２ インドネシア・ルピア
（１９９８）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
図６―１ シンガポール・ドル（１９９７年） 図６―２ シンガポール・ドル（１９９８年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
図７―１ フィリピン・ペソ（１９９７年） 図７―２ フィリピン・ペソ（１９９８年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
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図７―１ ベトナム・ドン（１９９７年） 図７―２ ベトナム・ドン（１９９８年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
図８―１ ロシア・ルーブル（１９９８年） 図８―２ ロシア・ルーブル（１９９９年）
出所：杉山浩平および春木孝夫作成。 出所：杉山浩平および春木孝夫作成。
表２ ランクサイズ曲線の直線回帰で得られる決定係数（補正R２）
１９９７年 １９９８年
タイ ０．８１０１ ０．５４９３
マレーシア ０．７７０３ ０．５６１０
韓国 ０．９４８４ ０．７９１９
インドネシア ０．８５１３ ０．７６３７
シンガポール ０．７９１１ ０．６９４３
フィリピン ０．７８１０ ０．７２５４
ベトナム ０．９６８２ ０．８０１８
１９９８年 １９９９年
ロシア ０．８７１３ ０．７８８５
出所：公表データに基づき石戸光作成。
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出した結果を表３に示す。フラクタル次元は，大きいほど直線的な状況
から乖離しており，予測不能性が高いといえる８）。表によると，アジア
通貨危機の影響を受けたいずれの国の場合にも，１９９７年の対米ドル為替
レートのフラクタル次元が他の年と比較して高く，やはり「予測不能性」
が危機の時点で高まっていることが分かる。これら２つの複雑系的な指
標の観察により，危機の際の統計的な異質性ゆえに，平時の政策対応で
は，追いつかないことが確認できる。
前述のように，アジア太平洋地域においては，金融危機の歴史が存在
する。直近の２００７年から米国で発生したサブプライムローン危機は，ア
メリカと親密な相互依存関係を持つ国々にも広がり，世界中を脅かした。
２００８年１１月に開かれたAPECの蔵相会議（Finance Ministers Meeting：
FMM）では，困難に直面した金融機関を早急に救済するため，法制度
や規制を連携して強化することが宣言された。また１９９０年台後半以降の
７）複雑系の用語では，ランク＝サイズ曲線が直線性を帯びる場合，売りと買い
が「臨界状態」であり，揺らぎ（変動幅）が最大になって，価格は安定しな
いという一般理論がある。
８）フラクタル次元の算出にあたり，独立行政法人農業・食品産業技術総合研究
機構から許諾を得て，同機構の職務作成プログラム「フラクタル解析システ
ム」（登録番号：P６０６５―１）を使用した。この場を借りて同機構および作成者
に謝意を表したい。
表３ アジア金融危機時のフラクタル次元
１９９６年
後半
１９９７年
後半
１９９８年
後半
タイ ０．９８７ １．００９７ ０．９９７３
マレーシア ０．９７８３ １．０１３７ ０．９８３１
インドネシア ０．９７１９ １．１３６９ １．１０５１
韓国 ０．９７５３ １．０４６ ０．９９６
出所：公表データに基づき杉山浩平作成。
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APEC地域においては，国際金融市場のグローバル化を背景として，
１９９４年末のメキシコにおけるペソ機器，１９９７年のアジア通貨危機，１９９８
年のロシア・ルーブル危機が挙げられる。これらの通貨危機発生の理由
と形態は，各国の国内的な条件の相違を反映して様々であり，決して同
一ではない。
通貨危機の発生理由は，大きく２つに分けられよう。１つは，マクロ
経済的ファンダメンタルズを重視する立場である。これは，経済のファ
ンダメンタルズが悪化した結果起こったロシア通貨危機を説明するのに
有効と考えられている９）。もう１つは，投資家の期待の変化であり，国
内銀行部門の脆弱性と通貨危機がセットになって発生すると説明するこ
とができる。これは，アジア通貨危機を説明する際に有効と考えられる。
すなわち，ファンダメンタルズが悪化していないにもかかわらず，投資
家の期待の変更が通貨危機の引き金となり，これがむしろファンダメン
タルズの悪化へとつながったためである。
ランク＝サイズ曲線およびフラクタル次元を用いた考察より，対象と
したアジアの国のいずれの国においても，金融危機の影響により１９９７年
には予測不能性の度合いが一時的に高くなった。このような予測しえな
い金融面の揺らぎに対処する政策方針は何であろうか。ここでは，社会
経済的な「免疫系」が必要であることを再確認したい１０）。そこでAPEC
における政策的な免疫系構築として，東アジアにおいてすでに構築がな
されつつあるチェンマイ・イニシアティブをさらに拡充したなんらかの
ファンド設立の提案をしたい。危機を「内部化」して減衰させる必要か
ら，これにはアジア諸国のみならず，米国および中南米のエコノミーを
含めたすべてのAPECエコノミーの協力が不可欠である。このことは，
９）一般的に，ファンダメンタルズが悪化した状態で複数均衡が存在すれば，ラ
ンダムな出来事により投資家の期待が変化し，最終的に通貨危機を起こすこ
とが指摘されている（Krugman,１９９８）。
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まさにAPECの金融面における経済技術協力といえる。
アジア太平洋地域におけるIT化の動向と可能性１１）
経済活動のIT化によって，距離に関わらず，スピーディーに低コス
トで情報を発信したり，受け取ったりしながら，情報交換が可能になっ
た。これは明らかに経済，社会，文化などに変化をもたらしているし，
これからもその変化を止めることができないのが事実である。そのため，
ITを活用できる人とできない人との間の格差は，国の中でも，国の間
にも存在している。
表４には，世界銀行による東アジア・太平洋地域に対するセクター別
融資額（２００３―２００８年）を示している。同地域において，経済協力とし
ての情報・通信分野への融資は非常に低いことが分かる。
デジタルデバイド問題が解消されたからと言って必ず経済の発展を実
現できるとは限らない。また完全にデジタルデバイドを解消するのも不
可能である。しかし，高度のグローバル情報化社会が進んでいる今の世
界でデジタルデバイド問題が経済の発展を妨げることになることは明ら
かである。そのため各国，特に発展途上国がいかに情報格差を減らすこ
とが，これからの経済が発展する道へと進むに当たって，プラスになる
１０）変動相場制が基調の現在のアジア太平洋地域においては，当然管理通貨制度
の望ましいあり方が議論されるべきである。この分野の先行研究は多く存在
し，例えばKaltenbrunner and Nissanke（２００８）はブラジルの事例を論じ，完
全な変動相場制と完全な固定相場制の中間的な為替システムのあり方につい
て論じている。また経済システムが非線形の場合，それを予測する当局が持
つ線形モデルで計算した最適制御則を適用する場合は均衡点からの乖離が大
きくなるとそのノルムの自乗に比例させて誤差を修正するように最適制御政
策を修正することが非線形な経済システムを超安定に導く方策となる（吉田，
１９９３：２２０）。またMuniandy and Rosemary（２００６）は，アジア通貨金融危機
の複雑系的解析であり，予測不能性の検証にフラクタルを用いている先行研
究事例といえる。
り けいらん
１１）本節は，李慧蘭氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研究成
果に依拠している。
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のではないかと考える。アジア太平洋域内の国々も地理的には大変遠い
国々も存在するが，情報化によってお互いをもっと信頼し，経済発展を
進めることになるのではないであろうか。
３．アジア太平洋地域の協力可能性：経済を中心として
アジア太平洋地域における経済協力：自由貿易の公正化１２）
現在，アジア太平洋経済協力（APEC：Asia Pacific Economic Coop-
eration）に加盟している２１エコノミーの中には，経済的な観点から見
１２）本節は，久保山和哉氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研
究成果に依拠している。
表４ 世界銀行による東アジア・太平洋地域に対するセクター別融資
（２００３―２００８年） （単位：１００万ドル）
２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年
農業・漁業・林業 １０６．７ ２９０．４ ２０７．９ ３７３．３ ２６８．６ １１２．８
教 育 ２２５．７ １１８．６ ２２８．０ ２８７．９ １２５．３ ２３４．３
エネルギー・鉱業 ２５４．３ ６７．２ ３５９．１ ４２５．２ １１８．５ ６６６．１
金 融 ２２．７ ４９．０ ２１３．１ １９７．６ ２３０．１ ２６３．０
保険・その他の社
会 サ ー ビ ス
１８４．１ ８４．３ ２０４．３ １６０．６ １３２．７ ２１３．０
産 業 ・ 貿 易 ３２．５ ７８．７ １５９．１ ２９．３ １０２．０ １８９．５
情 報 ・ 通 信 ６．６ ０．０ ５．０ ５．３ ０．０ １０．０
法律・司法・行政 ３８５．１ ２５７．５ ４３６．６ ６９３．６ ８８７．７ ８８８．８
運 輸 ６８４．３１，２０９．９ ３０６．７ ６５２．３１，５５４．７１，５３１．７
給水・衛星・治水 ４０８．７ ４１７．１ ７６３．７ ５７６．５ ６２４．３ ３５９．０
セ ク タ ー 総 額 ２，３１０．８２，５７２．７２，８８３．３３，４０１．６４，０４３．９４，４６８．１
（出所）世界銀行年次報告書，２００８年版。
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るとアメリカ，日本，中国といった非常に経済規模の大きな国から，パ
プアニューギニア，ベトナムといった経済規模の小さな国が混在してお
り，１人あたりのGNIが最も大きいアメリカと最も小さいベトナムを比
べると５８倍もの格差がある。一方，産業的な観点から見ると，全体的に
第一次産業から第二次，第三次産業へと転換しつつあるものの，その中
でも未だに第一次産業が大きなシェアを持つエコノミーから工業生産に
特化したエコノミー，商業・金融などのサービス産業に特化したエコノ
ミーと，APECは非常に多様性に富んだ地域であるといえる（表５）。
多様性に富んでいるということは貿易の促進や積極的な投資など，経済
発展を遂げていく過程として重要な要因であり，APEC地域においても
それは例外ではない。APECが地域としてより発展を遂げていくために，
その特徴である多様性を活かした経済発展ないし経済協力の可能性を模
索する必要がある。しかしグローバル化が進む今日において，不の多様
性，概して経済的な格差拡大が原因となり，国際的な市場経済のなかで
いわゆる負け組と勝ち組がはっきりと分かれてしまっている問題も発生
している。そのため域内の健全な経済発展のためには，拡大する経済格
差の問題は切っては切り離せない問題であり早急に対応していく政策を
講じなければならない。
また，グローバル化が進む今日において，経済活動の主要因である貿
易や投資を担う企業が市場経済において重要な地位を占めるようになっ
ており，特に国境の枠を越えて活動している多国籍企業の世界への影響
力はますます大きくなっている。その中でもアメリカを中心にAPECエ
コノミーの多国籍企業は経営規模が非常に大きなものが多く，全世界的
に見ると経営規模上位５０社の中の２８社（うちアメリカ企業が１８社）が
APECエコノミーに集中している１３）。市場自由経済により安定的な経済
１３）FORTUNE“Global５００: The world’s largest corporations”より
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表５ APECエコノミーにおける一人あたりGNI，GNI（PPP）／産業構造（２００７年）
GNI
GNI
（PPP）
産業構造（GDP比：％）
第一次産業 第二次産業 第三次産業
United States ４６，０４０ ４５８５０ １．２ ２２．８ ７６．０
Canada ３９，４２０ ３５３１０ ２．２ ３１．０ ６６．９
Japan ３７，６７０ ３４６００ １．５ ２９．９ ６８．６
Australia ３５，９６０ ３３，３４０ ３．１ ２８．０ ６９．０
Singapore ３２，４７０ ４８，５２０ ０．１ ３１．１ ６８．８
Hong Kong, China ３１，６１０ ４４，０５０ ０．１ ８．８ ９１．２
New Zealand ２８，７８０ ２６，３４０ ７．３ ２４．９ ６７．８
Brunei Darussalam ２６，９３０ ４９，９００ ０．７ ７３．４ ２５．９
Korea, Rep. １９，６９０ ２４，７５０ ３．０ ３９．４ ５７．６
Taiwan １６，６０６
Chile ８，３５０ １２，５９０ ４．１ ４７．７ ４８．２
Mexico ８，３４０ １２，５８０ ３．６ ２５．３ ７１．１
Russian Federation ７，５６０ １４，４００ ４．８ ３８．６ ５６．７
Malaysia ６，５４０ １３，５７０ ８．５ ５０．６ ４０．９
Peru ３，４５０ ７，２４０ ６．３ ３５．２ ５８．５
Thailand ３，４００ ７，８８０ １０．８ ４３．８ ４５．３
China ２，３６０ ５，３７０ １１．７ ４８．１ ４０．２
Indonesia １，６５０ ３，５８０ １３．８ ４６．７ ３９．４
Philippines １，６２０ ３，７３０ １３．５ ３１．３ ５５．２
Papua New Guinea ８５０ １，８７０ ３５．７ ４５．２ １９．１
Vietnam ７９０ ２，５５０ ２０．４ ４１．６ ３８．１
注：Taiwanの購買力平価および産業構造については，数値が得られなかったため不明。
出所：World Bank -WDI Online，外務省（０８．１１．２１現在）を元に久保山和哉氏作成。
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が構築されると提唱する新古典派経済学者により，政府の市場への介入
による経済発展の限界，「政府の失敗」が指摘されていたが，近年は逆
に市場自由経済による経済格差の拡大，“市場の失敗”が声高々に唱え
られるようになっている。経済発展の重要な要素であり，かつ同時に経
済格差を広げてしまう最大の要因である貿易。貿易に関わるアクターは
政府ではなく企業であり，企業は今後の経済開発を担うにあたって最も
重要な役割を担っているといえる。
このように企業の存在意義がますます重要となってくる中，不自由貿
易とも言えるアンフェアな貿易が全世界で行われており，APEC地域も
その例外ではない。そこでフェアな自由貿易を目指すための“APEC型
Market Access Proposal”政策の実現可能性を提言したい。
ここでの“Market Access Proposal（MAP）”の定義は，ノーベル経
済学賞を受賞したJoseph StiglitzとAndrew Charltonの共著“Fair Trade
for All”において提唱されている理論を指し，それは自国よりGDP及び
１人あたりGDPの両方が大きい国に対してフリーアクセスを可能にす
るものである。その結果，GDPの面で絶対的に劣っている国々が優れ
ている国に対して有利な関税制度を設けることを可能にし，途上国の経
済成長を促す貿易システムを構築する理論である（Stiglitz and Andrew，
２００７，１１２―１１７）。MAPの目標は特別かつ異なる待遇（SDT：Special
and Differential Treatment）をうまく活かすことで，途上国が自国の
開発課題に柔軟に対応し，調整コスト・履行コストを最小化するととも
に，途上国を世界貿易システムの周辺に追いやったり，南南貿易の自由
化による利益を損なったりするのを防ぐことにある。また，MAPを実
行に移すための他の根拠として今日の関税負担の不公平に目を向ける必
要があり，発展途上国が行っている貿易は全世界の貿易量の３分の１に
過ぎないが，支払っている関税額は全体の７０％に及んでいる（Andrew，
２００５，９１）。絶対的に貧しい立場にある発展途上国がこれほどの割合の
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関税を負担しているのは明らかに不平等であり，発展途上国にとって関
税を免除する政策を行う意義は貿易促進だけでなくコストの削減の意味
からも非常に大きい。
WTOルールにおけるMAPの議論は，現在頓挫しているWTOのドー
ハラウンドの目標を達成するための議論であり，アメリカなどの先進国
諸国からサブサハラアフリカなどの最貧国を含む多様性に富みすぎてい
るともいえる１５１ものコミュニティの中でなされているため，WTO交渉
に参加しているメンバーの多さからもMAPをWTOにおいて実現するに
は非常に多くの困難がつきまとうといえる。それに対してAPEC地域に
おいてMAP実現の可能性を提言する根拠は，APECはWTOと同様に
地域内の経済格差が非常に大きな地域であること，各国の輸出品目に
競争財が決して多くないこと，規模はWTOの約７分の１の参加エコ
ノミーであることの３点である。WTOとの共通点や政策実現に向けて
のスケールメリットから考えてもAPEC地域におけるMAP実現の可能
性はWTO以上に適用できる可能性は大きく，考察する意義は十分にあ
ると考えられる。
アジア太平洋地域における資源・エネルギー・環境面での協力可能性１４）
日本は食文化に非常に恵まれた国であり，今日，日本国内にいて世界
中の料理を味わうことが出来る。しかし，この豊かな食文化はいつまで
続くのであろうか。周知のとおり，日本の「食」の大半は世界中からの
輸入によって支えられており，実際に日本の食料自給率に目を向けてみ
ると散々なものである。FAOの統計によると，２００３年における日本の
穀物自給率は１７５の国と地域の中で１２４番目，OECD諸国の中で見てみる
１４）本節は，安井佳子氏および久保山和哉氏（ともに法経学部総合政策学科４年，
２００９年３月当時）の研究成果に依拠している。
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と３０か国中２５番目である。また，実際に自給率の値を見てみると，平成
１６年における日本のカロリーベースの自給率は４０％，穀物ベースの自給
率に至っては２８％しかない１５）。私たちの食生活は輸入によって支えられ
ているどころか，日本人は海外からの食料の輸入によって生かされてい
るとも言うことができる状況になっているのである（表４）。
２００７年から２００８年にかけて，世界における農産品の取引価格は急上昇
し，その結果，日本をはじめとした食料輸入国で食料供給が不安定化す
る事態に陥った。またAPEC地域に目を向けてみると，世界を取り巻く
現在の食料事情の重要なアクターが集中しており，アメリカやカナダ，
オーストラリアといった代表的な食料供給国に加え，日本，中国，韓国
といった同じく代表的な食料需要国が一同に介した地域なのである。つ
まり，APEC地域における食料事情は，全世界の食料事情を左右すると
いっても過言ではないのではないだろうか。
そこでAPEC地域における食料資源問題解決に向けて，APEC型共通
農業政策（CAPAP：Common Agricultural Policy of the APEC）の可
能性を提案する。ウルグアイ・ラウンドの農業合意以降，世界の農産物
貿易は構造的な変化を迎えており，日本，韓国といった一部の先進国を
除いて農産物の輸入依存から脱却した反面，多くの途上国で農産物の輸
入量が増大している。ここまで何度も述べているように，途上国の経済
発展に伴う食生活の多様化および産業構造の転換がその理由であるが，
先進国でありながら輸入依存から脱却できない日本，韓国に加え，急激
な人口の急増と経済発展が起きているAPEC地域が近い将来に世界最大
の食料輸入地域となるのは容易に想像できる。特に日本と中国について
見てみると，OECDが発刊した『２０２０年の世界』によると２０２０年には日
本は約１，７５０億米ドルで農産品および加工食品の最大純輸入国に転じ，
１５）農林水産省ホームページより http:／／www.maff.go.jp／（２００８．１．２５当時）
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中国は日本とほぼ同等の約１，７００億米ドルで二番目の純輸入大国になる
ことが予想されている（谷口，２００４，１７３）。APEC地域における食料問
題は，農産品の輸出入両面の重要なプレイヤーを有していること，輸入
急激な産業構造の転換や地域としてのスケールの大きさから，全世界的
に強い影響を及ぼす問題でありAPEC地域における食料問題を解決は非
常に重要なテーマである。WTOやAPEC，EPAなどFTAの議論をする
にあたり，政治的な問題でもある農業問題が常にネックとなり多くの交
渉を頓挫させてきた。周知の通り日本の食料自給率は穀物ベースで２８％，
カロリーベースで４０％と非常に低く，交渉の度に農業保護政策を取り消
極的な態度を取り続けている。しかし，今後，日本は国際社会に取り残
されないようにするためには自由化への市場開放は逃れられず，日本は
農業と産業の両立を果たさなければならない。CAPAPを実施には，多
くの困難が考えられ，経済的，政治的両面において信頼関係が重要に
なってくるが日本やAPEC地域，ひいては世界全体のために実現可能性
を考察する必要があろう。
APECによる環境問題への取り組み課題
今更であるが，APECとは「アジア太平洋経済協力」である。その名
の通りこの地域の経済・貿易を円滑に促進することを目的とした連合体
である。そのような組織がなぜ環境問題に関わらなければならないのか。
環境問題は他の組織に任せておいて，APECは本来の目的である経済・
貿易問題に焦点を絞るべきなのではないか。そのような疑問が生じるか
もしれない。
しかしながら環境問題は，経済・貿易問題と密接な関わりを持ってい
る。人間の経済活動は，まず自然資源の取り込みから始まる。しかしな
がら自然資源は有限であり，その過剰な利用は資源の枯渇を生む。イン
ドネシアで深刻な森林伐採，太平洋地域では特に懸念すべき海洋資源の
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過剰搾取等は，そのよい例である。自然資源がなければ経済は立ち行か
ない。また経済活動の過程で生じる大気汚染や水質汚濁は人的被害を引
き起こすことによって経済活動から得られる恩恵を半減させ，経済活動
の結果生じる廃棄物問題は土地利用との関連で経済活動を阻害する。こ
のように経済活動により生じる環境問題は，巡り巡って経済活動を抑制
する。さらにそれは貿易面においても同様で，貿易をする地域間で環境
に対する認識や環境問題への関心の度合が異なる場合，商品の品質等に
関連してトラブルの種になる。特にAPEC地域は，歴史・文化・経済発
展段階ともに多様性に富んでいるために地域や企業によって環境問題へ
の認識に相違があり，それがこの地域の良好な経済・貿易活動の妨げと
なっている。逆に言えば環境管理をうまく行うことによって，エネル
ギー効率の向上やコスト削減等の面で経済効率も上昇するという有機的
な関係に持ち込める可能性もあるのである。そうなれば「環境」という
言葉は厄介者の外部不経済というスタンスから，経済の内部要素として
経済活動の効率化に利用できる。このように環境問題と経済・貿易問題
は，切っても切れない密接な関係にあるのである。
以上のような理由で，APECが環境問題対策をすることは，この地域
の健全な経済・貿易活動の土台をつくることに等しい。いわば経済面に
おける安全保障対策である。その意味でAPECが環境政策に取り組む意
義は大きいと言える。
APECで行われるべき環境政策について，いくつかの提言をしたい。
強制力を持たないAPECでの環境政策では，主にその多様性を活かした
機会整備が主眼となってくるであろう。以下の政策提言でも，APECと
いう存在が最大限活用されるよう様々な「機会提供」の案を提示してい
る。
環境作業部会の設置
APECは経済・貿易問題に関わる分野において，より専門的に研究・
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政策提言をするためにいくつかの作業部会を作っている。経済と直接的
に関連のある「貿易促進作業部会（WGTP）」や「産業技術作業部会（IST）」，
比較的間接的と思われるものには「人材養成作業部会（HRD）」等があ
る。しかし残念ながら現在まで，APECに環境対策関連の作業部会は発
足されていない。比較的近しいものに「エネルギー作業部会（EWG）」，
「海洋資源作業部会（MRC）」等があるが，これらはあくまで資源の確
保や効率的利用を目指して作られたものであり，自然環境破壊や環境マ
ネジメント等にはあまり焦点を当てていない。したがって例えこれらの
作業部会の下部組織として環境グループを発足させたとしても，資源利
用に伴う環境破壊の最小限化について等，受動的・対処療法的な態度に
止まる可能性が強いと考えられる。これでは長期的に良好な経済を保つ
ための政策としては不十分である。やはり既存の作業部会と独立して，
新たに環境配慮に特化した作業部会の発足が望まれるであろう。経済の
安全保障対策としてアジア太平洋地域大，もしくは世界大で環境政策を
推進していく作業部会の発足は，「経済と環境の対立」という従来の固
定観念を改めて塗り替えるきっかけとなるであろう。
環境問題報告会の定期的開催
環境問題に関する話し合いにおいても，この地域の多様性を活かさな
い手はない。メンバーごとに異なる今までの知識・経験を共有するため
にも，環境問題に関わる経験報告会等，情報共有の機会作りは必須であ
る。定期的に各メンバーが持ち回りで報告会を主催し，過去の被害や成
功・失敗例，現在進行中の政策やこれからの展望を報告する。定期的に
開催することにより各メンバーの環境意識が高まり，また将来展望を報
告することにより，APECの真骨頂である見えない力（地域の威信に関
わるプレッシャー）で目標への対策を促す。さらに情報共有に努めるこ
とで，メンバー間の結束力を強めることにもつながる。
報告会の期間については，半年に１回のペースが望ましいように思う。
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現在のメンバー（２００９年２月現在）で２１エコノミーであるから，各メン
バー持ち回りで主催すると１０年と半年で一回りする。国際連合が主催す
るいわゆる地球サミットが開催されるのが今のところ１０年ごとなので，
時代潮流にも合わせやすい。また環境問題対策は成果が出るのに時間が
かかるので，メンバーの宣言等の成果報告にも期待できる。
環境問題が顕在化している地域，環境先進地域のみに限らず，全ての
メンバーの経験を結集させることが，問題の深刻化の未然防止につなが
ると考えられる。
環境ガバナンス構築プログラム
APEC地域に限ったことではないが，経済振興地域ではその急速な経
済発展に法整備や行政管理能力がついていけず，深刻な公害を引き起こ
すことが多い。成長する経済に少しでも早く管理能力を対応させること
が肝要であるが，環境問題に関する知識不足や専門家の人員不足により，
時には初期投資のコスト不足により，対応の遅れが深刻になることが少
なくない。
そこで提案するのが，環境ガバナンス構築プログラムである。参加地
域がAPECに人員を送り，一定期間環境行政に関する教育プログラムを
施す。その後地域に帰し，環境問題に取り組ませるという考えである。
APECの中で参加地域，賛同地域，未批准地域に分け，プログラムに人
員を送り込みたい参加地域が集まり資金をプールする。参加地域はコス
トを多く割けない振興地域が中心になることが予想されるので，プログ
ラムに参加する意思はないが協力をしてくれる賛同地域に資金・専門家
提供を依頼する。APECでの環境行政の育成は，地域内の環境意識の統
一・更なる向上につながると考えられ，円滑な貿易活動に資するものと
なる。無論一定の資金が必要な割にメンバーによって重要度が異なる政
策であるため賛否が分かれるであろうが，このような場合にこそ，加盟
メンバー全員が同意しなくとも同意メンバーを中心に政策を実行してい
千葉大学 経済研究 第２４巻第１号（２００９年６月）
（６７） ６７
く「パスファインダー・イニシアティブ」の臨機応変さ・身軽さが，緊
急を要する環境問題対策には有用である。
APEC版「Envirowise」
APECに関わっているのは，国・地域というアクターだけではない。
実際の主要な経済主体である企業もまた，APECにおける重要なアク
ターであり，企業側をサポートすること（それによりAPECに親近感を
持ってもらうこと）も，APEC地域の円滑でより効率的な経済活動を促
進することにつながる。加盟メンバーの政治的意思決定と同様に，企業
の環境配慮の程度もまた，環境問題の深刻化に大きく関わる。ただ企業
においても環境配慮に際して知識不足やコスト不足が弊害となることが
多い。
そこで企業をサポートする存在として参考になるのが，英国が行って
いるベストプラクティス・イニシアチブ「Envirowise」である。Envi-
rowiseは英国貿易産業省（DTI）と環境・食料・地方問題省（DEFRA）
が資金提供をしている共同プログラムで，企業の資源効率を向上させる
ための対企業向けのサービスを行っている。具体的には環境に関する成
功例等を集めた書物の出版やイベント開催の他，環境・エネルギー管理
に関する問い合わせに応じる「環境・エネルギー・ヘルプライン」，中
小企業を対象に専門家が現場を訪問しコスト削減のアドバイスをする
「Fast Track Visit」，地元の自治体・企業ネットワークが参加する「廃
棄物最小化クラブ」の結成等を行っている。
APECは以前にもビジネス関係者の海外渡航を円滑にするABTC
（APEC Business Travel Card）の制度を作ったりする等，企業の立場
に向けた政策を行っていることから，このような環境配慮に関する企業
フォローを行うことはそう真新しいことではない。環境面に悪影響を及
ぼしがちな貿易活動を主眼とするからこそ，そのアクターをフォローす
るAPEC版Envirowiseのような施策が必要ではなかろうか。
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アジア太平洋地域の「人を中心とした経済発展」の可能性１６）
表６はPISAの調査結果をEUとAPECメンバーだけ抜き出して比較し
たものである。この表からいえることはEUメンバー内よりもAPECメ
ンバー内のほうが多くの格差を内包しているということである。つまり
APEC地域は上位国の数ではEUには勝っているかもしれないが，それ
が逆に大きな差を生み出しているともいえるのである。
この域内格差の解消には何が必要であろうか。ここでPISAの調査で
安定して好成績を残し，近年その教育方法もフィンランドメソッドとし
て世界から注目されるフィンランド教育から，教育政策においての協力
の重要性を見出すことができる。ここでのキーワードは協働の精神であ
る。２０００年，２００３年と継続して高い学力を示してきたフィンランドは，
２００６年の調査でもその安定した力を改めて示した。フィンランド教育の
大きな特徴として以下の二つがある。
 一人ひとりを大切にする平等な教育がなされている（１６歳までは
選別しない。）
 子供が自ら学ぶことが教育の根底に据えられている。
この特徴はそのままフィンランド教育成功の要因といえる。フィンラ
ンドにおいて教育の基本は序列づけではなく，一人ひとりの発達を支援
する教育である。また競争などで学習を強制したりはしない。自ら学ぶ
ことが基本であり，グループ学習，教えあい学びあいを大切にしている。
OECD事務局はこの点について「フィンランドにみるように学校間格差
が小さい学校で，高い成績水準が達成できること」を指摘している（「何
が学校改革を実現するのか―PISAのプリズムを通して学校制度を見る」
２００４）。それとは逆に「アメリカは国としての平均的な成績はあまり高
１６）本節は，吉野泰弘氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研究
成果に依拠している。
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表６ PISAにおける得点のEUとAPECメンバーの比較
科学リテラシー 読解力 数学リテラシー
フィンランド ５６３ 韓国 ５５６ 台湾 ５４９
香港 ５４２ フィンランド ５４７ フィンランド ５４８
カナダ ５３４ 香港 ５３６ 香港 ５４７
台湾 ５３２ カナダ ５２７ 韓国 ５４７
エストニア ５３１ ニュージーランド ５２１ オランダ ５３１
日本 ５３１ アイルランド ５１７ カナダ ５２７
ニュージーランド ５３０ オーストラリア ５１３ 日本 ５２３
オーストラリア ５２７ ポーランド ５０８ ニュージーランド ５２２
オランダ ５２５ オランダ ５０７ オーストラリア ５２０
韓国 ５２２ スウェーデン ５０７ ベルギー ５２０
スロベニア ５１９ エストニア ５０１ エストニア ５１５
ドイツ ５１６ ベルギー ５０１ デンマーク ５１３
イギリス ５１５ 日本 ４９８ チェコ ５１０
チェコ ５１３ 台湾 ４９６ オーストリア ５０５
オーストリア ５１１ ドイツ ４９５ スロベニア ５０４
ベルギー ５１０ イギリス ４９５ ドイツ ５０４
アイルランド ５０８ スロベニア ４９４ スウェーデン ５０２
ハンガリー ５０４ デンマーク ４９４ アイルランド ５０１
スウェーデン ５０３ オーストリア ４９０ フランス ４９６
ポーランド ４９８ フランス ４８８ イギリス ４９５
デンマーク ４９６ チェコ ４８３ ポーランド ４９５
フランス ４９５ ハンガリー ４８２ スロバキア ４９２
ラトビア ４９０ ラトビア ４７９ ハンガリー ４９１
アメリカ ４８９ ルクセンブルク ４７９ ルクセンブルク ４９０
リトアニア ４８８ ポルトガル ４７２ ラトビア ４８６
スロバキア ４８８ リトアニア ４７０ リトアニア ４８６
スペイン ４８８ イタリア ４６９ スペイン ４８０
ルクセンブルク ４８６ スロバキア ４６６ ロシア ４７６
ロシア ４７９ スペイン ４６１ アメリカ ４７４
イタリア ４７５ ギリシャ ４６０ ポルトガル ４６６
ポルトガル ４７４ チリ ４４２ イタリア ４６２
ギリシャ ４７３ ロシア ４４０ ギリシャ ４５９
チリ ４３８ タイ ４１７ タイ ４１７
ブルガリア ４３４ メキシコ ４１０ ルーマニア ４１５
タイ ４２１ ブルガリア ４０２ ブルガリア ４１３
ルーマニア ４１８ ルーマニア ３９６ チリ ４１１
メキシコ ４１０ インドネシア ３９３ メキシコ ４０６
インドネシア ３９３ アメリカ インドネシア ３９１
出所 （文部科学省のHPより作成）
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くなく，同時に優秀な生徒と成績の悪い生徒との間の格差も非常に大き
い」ということも指摘している（国立教育政策研究所編「日本の教育が
見える」）。日本やアメリカはフィンランドとは逆に低学力層の増大が問
題であり，それが平均点の低下の一因といえる。
このフィンランド教育から学べることは「おちこぼれをつくらない」
ということの重要性である。競争に任せると格差が広がってしまうなら，
協働することで互いに向上していくこと。それは結果的には全体の成長
につながる。これは国際的な教育政策における協力の可能性も与えてく
れる。国家レベルにおいて学力を比較した場合にもその格差は明らかに
存在する。各国や地域が協力して落ちこぼれをつくらないように協力す
ることで将来的に全ての国の持続可能な発展へとつながっていく。
図１，２で確認したように学力の向上は経済成長を促進する可能性を
多く有する。この相関関係において経済格差を解消することによって教
育も充実させようという方向での試みはFTA戦略やWTOにおける関税
撤廃目標というかたちで行われている。しかし逆方向からの教育格差を
是正することで経済成長をしていこうという試みはあまり行われていな
い。しかし学力の向上は経済成長だけでなく社会的，文化的な問題から
環境の問題等まであらゆる問題に取り組んでいくことのできる人材を養
成するという面で大きな可能性を持つ。またフィンランドの教育政策が
実際に結果を残しているように，格差を生まないような政策を国家全体
で行うによって結果的にはそれほどコストをかけずに教育格差を解消し
全体の成長も達成できる。そして教育の平等は経済的な発展，社会的平
等へ結びついていくということがいえる。PISAの調査を地域的に見た
場合EUはAPECメンバーに比して学力の格差が小さく，この結果に
フィンランドの成功例を当てはめると将来的な発展の可能性をより多く
持つのはEUであるといえる。
PISAの調査結果から基礎教育以降の教育もその国の経済発展には重
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要であるということをわかった。また共同体の視点で見た場合，APEC
地域はメンバー間の学力差はEUに比べて大きいということも分かった。
つまり世界の大きな格差とEUにおけるある程度均質化された格差の間
の段階にAPECの格差状態が位置しているといえる。このことから
APECにおける教育政策は世界規模での教育政策を行う前段階として重
要な意義を持つことが明らかとなった。では次にAPEC地域における教
育政策の重要性を確認し，その課題と可能性を検討していく。
EUよりもAPECが学力において大きな差をもつということはある意
味では当然といえる。なぜならAPECメンバーはEUよりも経済力にお
いてもおおきなばらつきがあり，先にも述べたとおり経済力が学力に影
響を与えていることが考えられるからである。またEUはAPECが組織
される以前から共同体で教育の重要性を認識し現在に至るまで継続して
教育政策に取り組んできたからである。
ではなぜ敢えてAPECという地域で教育政策を行う必要があるのかを
確認しよう。APECはEUに比べて学力に大きな差があることは表１で
見たとおりである。さらにAPECという地理的にも太平洋を挟んで広範
囲に及んでおり，文化的にみても多様である。APECのキーワードは多
様性なのであり，この多様性こそが重要なのである。思想や価値観の多
様性から新たな価値が生み出されたり，比較優位なものをそれぞれが出
し合うことでさらなる発展に寄与したりすることもあり多様性から得ら
れる面も大きい。またAPEC地域における協力した教育政策は地域全体
の格差を解消し，地域全体で発展していくという可能性を秘めている。
しかし逆に多様性が大きな障壁となり相互理解や協力体制の構築を妨げ
る場合もある。今後世界規模で教育政策を行っていく場合には，APEC
よりも経済的にも文化的にも宗教的にも多様な国々を含めることになる。
つまりその前段階としてEUの教育政策から学びそれをEUより多様な
APEC地域において実施していくことはとても重要なことなのである。
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APEC地域において初等教育はほぼ行き渡っている。初等教育の普及か
ら質の高い高等教育の普及そして経済発展へと続くひとつの道ができれ
ば，現在行われている貿易政策や援助に加えて教育政策というより多面
的な協力の可能性がみえてくる。
アジア太平洋地域の教育面での提言：ESDの可能性１７）
経済発展とは，多様な人の中で，自分の多様性を発揮しつつ，他人の
多様性も受け入れて，それらを融合し，何かいいものを作り上げること
によって生まれる。つまり，経済発展を目指すには，「人の多様性を生
かす教育」が必要となってくる。この節では，まず多様性に関わるさま
ざまな教育の例を取り上げる。そして，それを材料として「多様性」・
「経済発展」というキーワードから考えた教育のあるべき姿を提案し，
新しい教育の一つの形を提案する。
ここでまず，「教育」を定義しておきたい。教育とは，「人間が潜在的
に持つ様々な能力を引き出したり，人がそのままでは持たない知識・技
能・態度などを身につけさせたりという手段によって，個人がより良い
方向へ発展し，またそれによって社会が維持・発展することを目指した
活動」である。
「多様性を生かす教育」は，「自分の多様性発揮」と「他人の多様性受
け入れ」の２つに分けることができる。多様性を生かすためには，まず
個々人が多様性を持っていなければならない。それだけでなく，他人の
多様性を理解し自分の多様性との調和を図ることが大切になる。「自分
の多様性を発揮する」ためには，人が本来持っている多様性を潰さな
い教育と，本来持っている多様性を育てる教育が必要である。そして，
１７）本節は，鈴木菜月氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研究
成果に依拠している。
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「他人の多様性を受け入れる」ためには，他人の多様性を受け入れら
れる心の準備のための教育と，他人の多様性を学ぶ教育が必要となっ
てくる。このような観点から，それぞれ実際に行われている教育の例を
取り上げ，あるべき教育提言への材料とする。
上述のとおり，教育は大切である。「人は教育によって人間になる」
とは，近代の有名な哲学者イマヌエル・カントの言葉である。彼は，人
間が人間らしく生きるために教育が不可欠であると論じた。様々な問題
が山積する現代。その中で人間らしく生きるために必要な教育とは何で
あろうか。ESD（持続可能な開発のための教育，Education for Sustain-
able Development）こそ私達に必要な教育と考える。
ではなぜ教育とは一見関係ないように見える経済団体APECでESDを
行う必要性があるのだろうか。その理由は主に四つある。１つ目の理由
は，視野の広い経済専門家を育成し，アジア太平洋地域にAPECがなく
てはならない機関となるためである。多くの人の生活が経済に支配され
ている資本主義の世の中だからこそ，経済の専門家は，経済の知識だけ
持っていればいいものではない。どれだけ，みんなが安心して暮らせる
社会を作ろうと願っても，最低限のおカネがないと生きていけない。つ
まり，生きる上での最優先事項が経済のシステムに従う事になってしま
う。経済のシステムを作っているのは誰か。APECを始めとする経済の
専門家たちである。広い視野を持ち，「経済発展」と「安心して暮らせ
る世の中」の両立を実現するような，経済制度・政策・活動成立を目指
す経済専門家をESDは育成することができる。
２つ目の理由は，APEC活動の一つである「安全保障」にESDがプラ
スの影響を及ぼすからだ。APECは本来，経済分野の協力のみを目的に
したフォーラムだったが，２００１年の米国同時多発テロ以降，テロ対策及
び不拡散問題などの安全保障問題が主要な課題として取り上げられてき
ている。近年では，テロの撲滅及び大量破壊兵器の拡散防止のための対
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策の実施や，そのための技術支援協力が積極的に行われている。しかし，
これらはテロの芽を摘む作業である。ESDならばその前段階としてテロ
の芽を芽生えさせない役割を担えるのではないか。ESDの教育によって
多文化理解の心やみんなで協力して間近に迫った問題を解決する心が育
つからである。だからこそESDはAPEC活動の「安全保障」にとってメ
リットが大きい。
３つ目の理由は，APECの名前でESDを行い人々に貢献することで，
APECのPRとなるからである。残念ながら，国際機関としてのAPECを
知る人は少ないといえるだろう。「APEC」を多くの人々に知ってもら
うことで，多くの協力を得ることができ，APECの主目的であるアジア
太平洋地域の経済活性化への様々な事業や政策も成功しやすくなる。
「教育」という，人々が求めている分野でAPECの名を売るチャンスを
逃してはならない。
４つ目の理由は，APECが経済の団体であり，おカネが集まり・ある
程度自由に動かせるところだからである。様々な団体がESDに取り組ん
でいるが，その課題が資金不足だ。APEC自身がESDに取り組むにせよ，
どこかの団体と協力して取り組むにせよ，資金を動かす主体としての
APECがESDに参画する意義は大きい。
４．アジア太平洋地域の協力可能性：制度・文化・多様性の視点
から
アジア太平洋地域の歴史・制度的多様性１８）
人類の祖先がアフリカで誕生して以来，ヒトの移動は恒常的に行われ
てきた。しかしながら「移民」の歴史は浅い。法的承認が必要とされる
１８）本節は，杉山浩平氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研究
成果に依拠している。
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「移民」は，近代国家と共に成立した，極めて今日的な考え方なのだ。
人口が少なく，国境概念のなかった古代では，ヒトの移動は今日よりも
比較的自由に行うことが可能だった。そうした人口移動現象のここ１００
年の潮流は，おおまかにいえば以下の通りとなる。１９世紀末には，欧州
から開発の余地が残る南北アメリカ大陸への移動を中心とする大西洋間
の移動が大きく注目された。戦後はそうした欧州からの移民が減少する
と共に，アジアから中東や北アメリカ，南米からアメリカへの移動が中
心となった。
アジア太平洋地域では，第２次大戦以前からもそうであったように，
アジアが主な移民送出地域であった。アジア人の入国規制が撤廃される
と，そうした規制を敷いていた同地域からのアメリカ・カナダ・ニュー
ジーランド・オーストラリアへの移民が増加した。また，産油国で経済
発展が著しい中東地域への移動も顕著になった。近年では，北東及び東
南アジア域内での移民も活発化している。その理由として，香港・台
湾・シンガポール・韓国といった「NIES諸国」やタイ，マレーシアな
どの経済成長率が著しい国家とそうでない国家との，域内における経済
の格差拡大がある（大崎，２００１）。
全体的にアジア太平洋地域において国際労働移動は増加傾向にあるが，
その詳細は各国毎に大きく異なる。伝統的な移民国家でかつては英国植
民地であったアメリカ・カナダ・ニュージーランド・オーストラリアと
面積規模が小さいが経済的に発展しているブルネイ・シンガポール・香
港においては，外国人比率が非常に高い。一方で，韓国や日本といった
国家では外国人比率が非常に低いことで知られている（図９，１０，１１を
参照）。また，近年のアジアでは，労働者送り出し国から受け入れ国の
過程にある国家が多い。１９８０年末には韓国，１９９０年末にはタイが，そし
て近年ではマレーシアが労働者送り出し国家から受け入れ国家へ変化し
つつある。また，フィリピンは国策として移民送出を推進しており，ま
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た，メキシコは大量の（合法と非合法を含めた）移民を合衆国へと送り
出している。アジア太平洋において移民活動は活発化しつつあるが，そ
の規模は国家によってさまざまである。
経済的な観点から見た場合，移民の受け入れはホスト社会・送り出し
国家に便益をもたらすとされる。しかしながら，受け入れ国家が無条件
図９ 伝統的移民国家外国人ストック数
注：縦軸は滞在外国人数／全人口を示す。
出典：Population Division of the Department of Economic and Social Affairs of the
United Nations Secretariat, Trends in Total Migrant Stock: The２００５Revi-
sion，を参考に杉山浩平作成。
図１０ 先進アジア地域外国人ストック数
注：縦軸は滞在外国人数／全人口を示す。
出典：Population Division of the Department of Economic and Social Affairs of the
United Nations Secretariat, Trends in Total Migrant Stock: The２００５Revi-
sion，を参考に杉山浩平作成。
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の移民受け入れを行うことは決してない。人権侵害，移民とホスト社会
との人間との社会的・経済的摩擦，移民の社会福祉やその子女の教育問
題，移民子女の問題は多岐にわたる。こうした一連の問題意識が，政府
や市民に対して安易な移民受け入れ論を妨げる。
ここでは，APECにおける「言語教育」の重要性を提案したい。ホス
ト社会の言語を取得することは，所得の高い職を得るための必要条件で
あることはいうまでもない。また，ホスト社会の人間が移民の言語を，
移民がホスト社会の言語を学ぶことは，相互理解の役に立つと考えられ
る。言語教育は，移民政策において大きな位置を占めているといって過
言ではない。
実際，出入国管理や社会統合政策においては「言語」が非常に重要視
されている。カナダ・オーストラリア・イギリスなどで採用される「ポ
イント制」の移民受け入れ政策においては，英語の運用能力もその指標
の対象となっている。また，マレーシアでは入国前に移民に対して１０日
間のマレー語研修，ドイツにいたっては９００時間のドイツ語研修を行う
ことを決定している。アジア系移民が増加したオーストラリアも多言語
図１１ 東南アジア中進国外国人ストック数
注：縦軸は滞在外国人数／全人口を示す。
出典：Population Division of the Department of Economic and Social Affairs of the
United Nations Secretariat, Trends in Total Migrant Stock: The２００５Revi-
sion，を参考に杉山浩平作成。
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政策を重視している。オーストラリアでは，英語が公用語となっている
が，全ての国民は，もう１つの言語を学ぶことになっている。白豪主義
を放棄したオーストラリアは，英語を普段使用するものは，他の言語を
（Language Other than English），そうでないものは，第二言語として
の英語（English as a Second Language＝ESL）を勉強すべき，といっ
た教育・言語政策を採用した。
また，EUでは「複言語主義」を掲げ，EU市民が母語以外の２つの言
語能力を獲得することを目標としている。EUにおいては，言語が「多
様性の中の統合」において重要であると考えられている。言語取得レベ
ルを６段階に設定し，「早期」かつ「生涯」にわたった言語学習の重要
性を指摘している。
実証できるデータは少ないが，多くの事例から言語が移民に関して非
常に重要な役割を担っていることがわかる。通常，移民の子女は受け入
れ国家先で学習上の不適応を起こすことが多い。しかしながら，パラグ
アイのブラジル移民の子女の間ではそうした現象が見られない。その原
因として，パラグアイの国語であるスペイン語とブラジルの国語である
ポルトガル語が相当程度似通っていることが指摘されている。一方で，
日本語とポルトガル語は（特に文字の面から）隔たりが大きく，多くの
ブラジル人子弟は教育についていくのが困難だとしている。（イシカワ
［２００２］）。また，マレーシアはインドネシアやネパール，バングラ
ディッシュ，パキスタンからの移民が多いが，その言語的な摩擦の問題
は少ないと考えられている。インドネシア語とマレー語はほぼ同一の言
語といえるし，また，ネパール，バングラディッシュ，パキスタン人の
言語も語族が同じで似通っており問題ないとしている（労働政策研究・
研修機構，２００７）。また，一見同じ文化圏に存在するとされる移民も言
語によって棲み分けを行っている。東南アジアにおける華僑の多くは南
部中国からやってきた移民である。中国には数多くの方言があり，それ
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ぞれの隔たりが日本の方言の比ではないといわれている。特に戦前の華
僑は方言が同じ出身地域に基づいて，集住地域・職業の棲み分けを行う
ことが多かった。このことは，言語が棲み分けに関して非常に大きな役
割を担っていることを示唆する。また，マレーシアにおいてはマレー系
に比べて相対的に中華系が冷遇される政策が採られている。これは，中
華系を母国へと帰国させる要因となるが，そうした現象はマレーシアで
はあまり見られない。その原因として，マレーシアの華僑は福建語話者
が多いことがあげられている。今では北京官話（中国の標準語）を使用
されることが多くなった中国の労働市場で，福建語話者がよい職を得ら
れるかが不明であるからである。以上の事例から，「言語」がいかに移
民の振る舞いについて多大な影響を与えているかがわかる。
一方で，言語教育の実施には数多くの問題がある。一つは中央政府・
地方自治体の教育資材の不足である。一般的になじみの少ない言語を教
えるための教材開発には莫大な費用が必要である。また，教授法の開発
も進んでいない。加えて，一般的に移民の受け入れ数・民族的分布の様
相は地方自治体によって異なる。このことは，中央政府の一元的な言語
政策を難しくする。そこに，経済協力機構たるAPECの枠組みを活用す
る意義がある。AECの基本的な枠組みを述べ，それを使用する意義を
説明する。
１９８９年，オーストラリアでの閣僚会合をもって発足したAPECは，域
内の貿易・投資の自由化，経済協力を目指した機関である。APECは，
公的なフォーラムではなく，「開かれた地域主義」を旨とし，法的に拘
束力のないゆるやかな結合体といった性格を持つ。参加地域には，中国
の特別行政地域である香港と国家承認の問題が難しい台湾も含まれてい
る。APECの組織図は図１２の通りとなっている。
同図から分かるとおり，APECは経済的アジェンダのみならず，教育
分野を扱う組織も存在している。「分野別担当大臣会合」と作業部会の
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人材養成ワーキンググループである。この２つは密接に連携をとってい
る。担当大臣会合において大まかな政策を決定し，それをもとに人材養
成ワーキンググループで具体的なプロジェクトや実務レベルでの業務を
行っているようである。（渡辺他，２００６）
人材養成WGの下には，教育ネットワーク，能力構築ネットワーク，
労働・社会保障ネットワークが存在する。そのうちの教育ネットワーク
は，前身の教育フォーラムも含め，２００８年までに合計２４回の会合が行わ
れた。そこでは，各エコノミーが発案または継続している事業が主な議
図１２ APECの組織図
出所：外務省HP（http:／／www.mofa.go.jp／mofaj／gaiko／apec／soshiki／index.html）より。
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題となっている。そこで立案された各種プロジェクトは，APEC各エコ
ノミーが任意で参加できるものとされている。またその財源は，APEC
から拠出されるもののみならず，当該エコノミーが任意で負担されてい
る場合もある。立案された各プロジェクトは各エコノミー主導の下，さ
まざまなものが実施されている。なお，第２４回教育ネットは２００８年４月
に，フィリピンで行われた。会合では，優先項目である英語とその他
の言語理数教育ICTとシステムの改善教育分野におけるシステム
とガバナンスの改善，に関わるプログラムについての意見交換が行われ
た。なお，理数教育の研究においては，日本の筑波大学とAPECの連携
実績がある。
経済協力機構であるAPECは教育及び言語教育を重視しており，言語
教育教材の開発を行う下地は存在する。加えて，一部の参加エコノミー
の言語は移民の母語である。さまざまな言語を母語とする言語教育学者
や実務に通ずる政策担当者が集まることで，１国内の言語学者での研究
よりも有効で現状に沿った研究が可能であると考えられる。また，教材
の量産コストは廉価である。こうした教材をコピーフリーとすれば，財
政的に貧しい地方自治体も容易に利用できるのではないであろうか。
アジア太平洋地域の食料自給率：多様性に着目して１９）
今の世界は国際貿易によって成り立っている。それぞれの国と地域が
比較優位を持つ財を輸出し，そうでない財は国内生産だけでなく，輸入
で需要を満たすというものである。このことによってそれぞれの国と地
域が補完的に豊かになってきた。本節は食料自給率に焦点を当てる。特
に自国だけではなく国際的な貿易，協力の中でならばより有効な解決策
１９）本節は，木村一輝氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研究
成果に依拠している。
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を見つけられるのではないか，と考え，国際的な協力，特にアジア太平
洋地域内での協力による食料確保について考察することにする。
今の世界には多くの国と地域がある。それぞれの国と地域が独自性を
持ち，国際社会は多様性に満ちている。時にはそのことが摩擦，紛争や
戦争を引き起こしてきた哀しい過去があり，また今もそのようなことが
起こっていることも事実である。その国際社会の多様性を否定的にでは
なくて，肯定的にとらえることが今後のAPECの政策課題の基礎になる
べきである。仮に世界中に同質な国と地域しかなかったならば，国際貿
易など存在しなかったであろう（自国に必要な物は全て自国で調達しな
ければならなかったであろう）。今日の私たちの豊かな生活は国際貿易
によって成り立っていると言って間違いない。食料品に着目してみても
私たちが普段食べているものの多くは他国からの輸入によって供給され
ている。日本人が好んで食する牛肉に着目すると，その自給率に関して
は図１３のとおりになる。
平成１８年の時点で日本の牛肉の自給率は４３％である。すなわち，日本
で消費されている牛肉の５７％は輸入によって供給されているということ
図１３ 日本における牛肉の食料自給率（平成１年―平成１８年）
（出所） http:／／www.maff.go.jp／ｊ／zyukyu／zikyu_ritu／０１２.html 農林水
産省のHPのデータより作成。
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である。年々自給率が低下していることから，自給率を上げるための政
策が施行されない限りはこれからも自給率は低下していくと考えられる。
より一層輸入に依存することとなるだろう。
日本で近年盛んに食料自給率が低いことを懸念する声が多く出ている。
特に私たちの食生活と切り離しえない，小麦，大豆などの農作物の自給
率が非常に低いという事実は重要である。日本と同じく工業国のドイツ
は日本の倍以上の食料自給率を実現している。EUにおける食料政策は，
域内の国々が食料自給率を高めることができ，食料増産を実現するだけ
でなく，その共同体における国々が協調して豊かになることを志向して
いる政策なのである。そこで，これをAPECでも実施するべきであると
考えられる。APEC版共通農業政策によって，特に最近問題となってい
る食料確保とこれまた最近喫緊の課題と認識されている，日本からの工
業製品の輸出の増加の双方を可能にすることができないであろうか。
最近のアメリカの経済危機によって，日本経済も危機に陥っている。
日本経済は外需，特にアメリカの消費によって成り立ってきたことは間
違いない。そのアメリカの経済が長期的な減速をすることが確実視され
ているのならば，対策を打たなければならない。最近はその対策として
内需拡大ということが提案されているが，日本は人口減少期にすでに突
入しており，パイの拡大は望むべくもないし，また高齢化社会にもなっ
ており，より一層の高齢化が進む中では，消費の増大は期待しがたいこ
とである。日本がこの外需依存の経済から脱出することは難しいと考え
られる。農業国で輸入代替工業化を図っている国々には，率直に表現す
るとそれを「やめて」もらい工業製品を輸入することを「快諾」しても
らう必要がある。そのためには，農業国であり続けても豊かになれる制
度を用意することが求められている。EUは共通農業政策という形でそ
のような政策が実施されており，これをAPECでも応用して実施するこ
とで日本経済の安定化と発展をも，食料確保と同時に実現できるものと
アジア太平洋地域における経済活動の多様性及び協力可能性の検証：要約と政策提言
８４ （８４）
考えられる。
多様性の中の「アジア太平洋共同体」構築の可能性２０）
「多様性」とは，南北格差というマイナス要因ともなると同時に，「比
較優位」として有益な役割も果たす。まずこのうち後者の「比較優位」
のばらつき（＝多様性）に基づくAPEC地域の貿易自由化の効果分析を
行う。
本分析に用いるGTAP（Global Trade Analysis Project）は貿易等の
シミュレーションを行うソフトであり，今回は最新版のVersion６を用い
た。これは，２００１年時点の各国のデータを元に作成されたデータベース
であり，最大８７か国・地域，５７産業について分析を行うことが可能であ
る。この８７国・地域×５７産業区分データを，APEC研究に適した９地域
×９産業レベルまで集計縮小して使用する。採用された地域，商品，産
２０）本節の一部は，斉海山氏（千葉大学人文社会科学研究科博士課程，２００９年３
ちょういく
月当時）および張 氏（法経学部総合政策学科４年，２００９年３月当時）の研
究成果に依拠し石戸が加筆している。
表７ GTAPによるシミュレーションに用いた９地域区分
略号 含 ま れ る 地 域
１ ANZ オーストラリア，ニュージーランド
２ JPN 日本
３ ASA インドネシア，マレーシア，フィリピン，タイ
４ CHN 中国
５ NIE 香港，韓国，台湾，シンガポール
６ AAM カナダ，米国，メキシコ，ベルー，チリ
７ RUS ロシア
８ EU EU諸国
９ ROW その他世界各国
出所：GTAPパッケージより斉海山作成。
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業区分は表７，表８のとおりである。地域区分の時，チリとベルーを
APECの加盟国の関係でアメリカ，カナダ，メキシコと共通のグループ
に入れた。その他ロシアはAPECの加盟国として，１つのグループにし
た。
表９は各国の産業別平均関税率である。これはGTAPデータベースに
より。各国の各産業における輸入関税を単純平均したものである。
APECの貿易自由化のシミュレーションは，APECの進化に連れて，
APEC加盟国と域外国の経済厚生水準がどう変化していくかを明示でき
るようにデザインされている。すなわち，APEC内輸入関税の撤廃の実
験を以下の仮定の下で順次行う。
表８ GTAPによるシミュレーションに用いた産業区分
産業名 略号 含 ま れ る 産 業
農林水産業 AGR 米，小麦，その他穀物，野菜，果物，搾油用種子，砂
糖用作物，繊維用作物，その他作物，林業，水産業
鉱業 MNG 石炭，原油，ガス，その他鉱物
食料品 PFD 牛，羊，山羊，馬，その他動物，生牛乳，ウール，生
糸，牛，羊，山羊，馬肉製品，その他畜産肉製品，植
物油と油脂，乳製品，精米，砂糖，その他食品，飲料
とタバコ
繊維 TXL 繊維，衣料品
化学 CHM 石油，石炭製品，化学品，ゴム，プラスチック製品，
その他非金属鉱物製品
金属 MTL 鉄金属，非鉄金属
建設 CNS 建設
製造業 Mnfcs 革製品，木製品，製紙，出版，金属製品，自動車とそ
の部品，その他輸送設備，電子設備，その他機械，設
備，その他製造
サービス業 Svces 電力，ガス生産，供給，水道，商業，その他の輸送，
海運，航空輸送，通信，金融，保険，その他ビジネス
サービス，娯楽とその他のサービス，公務，不動産
出所：GTAPパッケージより斉海山作成。
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 優遇関税地域（preferential trade area：PTA）としてのAPEC
を考える。すなわち，全品目にわたる輸入関税の撤廃は域内からの
貿易フローにのみ適用され，域外からの輸入には適用されない「閉
ざされた地域主義」のケースを考える。
 最恵国待遇（most favored nation：MFN）原理に則ったAPEC
を考える。すなわち，輸入関税撤廃は域外からの輸入にも適用され
る「開かれた地域主義」のケースを考える。ただし，APEC域外国
はこれに互恵主義を持って応じない（APECからの輸入に従来通り
の輸入関税を掛ける）とするケースである。
 最恵国待遇原理を則ったAPECで域外国がこれに互恵主義を持っ
て応じるケースを考える。ただし，域外国間の輸入関税は従来どお
り。これは，APECが加盟国を増やした場合と解釈することもでき
る。
 最恵国待遇原理に基づいた自由貿易世界を考える。
APECの貿易自由化によるシミュレーションによる厚生水準の変化を
表１０に示す。このシミュレーションの結果から以下のようなことが言え
表９ 平均輸入関税率
（％） ANZ JPN ASA CHN NIE AAM RUS EU ROW
１AGR ０．３ １４．３ １４．５ ３０．１ ４５．０ ２．７ ８．１ ７．０ １１．２
２MNG １．７ ０．１ ２．０ １．１ １．９ ０．８ ３．５ ０．０ １０．２
３PFD ３．６ ２６．３ ２５．１ １７．４ １２．１ ５．６ １６．３ １３．１ ２４．４
４TXL １３．５ ７．８ １１．９ １９．２ ５．２ １１．１ １４．０ ７．２ １８．６
５CHM ３．０ １．３ ７．４ １３．６ ３．６ ２．９ １０．０ ２．４ １０．０
６MTL ２．８ ０．６ ６．７ ６．８ ２．２ １．９ ７．７ ２．６ ９．０
７CNS ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
８Mnfcs ４．９ ０．９ ５．７ １１．２ ２．０ ２．０ １０．６ １．６ １０．６
９Svces ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０
注：GTAPdatabase, Version６より作成。
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る。
 優遇関税地域としてのAPECのもとでは，AAMに属するAPEC
の加盟国であるアメリカ，カナダなどの厚生水準が低下する。その
他のAPECの加盟国はより大きな経済厚生水準の上昇を見込まれて
いる。特に日本の厚生水準の上昇は圧倒的に大きい。
 最恵国待遇原理のAPECのもとでは，AAMに属するAPEC加盟
国の厚生水準の上昇はプラスとなり，APEC全体の厚生水準の上昇
が最大となる。この開かれた地域主義の下でAPEC全体の厚生水準
の上昇がAPEC加盟国にとって一番利得のある貿易自由化である。
 最恵国待遇原理のAPECとその他の世界各国と互恵主義となった
場合，APEC全加盟国の厚生水準の上昇がプラスであるが，その上
昇量が「開かれた地域主義」より低い。特にAAMに属するAPEC
加盟国の厚生水準の低下が著しく見られる。
 最恵国待遇による自由世界では，AAMに属するAPEC加盟国の
厚生水準は再びに低下してマイナスの値を見せている。完全の自由
表１０ APEC貿易自由化による経済厚生水準変化
（単位：百万ドル）
国・地域
優遇関税地域としての
APEC閉ざされた
地域主義
最恵国待遇原理の
APEC開かれた
地域主義
最恵国待遇原理の
APEC世界各国
との互恵主義
最恵国待遇
（MFN）による
自由世界
ANZ ２７８８．３３ ４２３７．８４ ３４１３．３８ ２９２６．８
JPN １０９３０．６９ １６１４６．５８ １２６９７．９５ １１５７４．１７
ASA １９４５．５５ ７５８４．５５ ６４７６．１１ ５４９６
CHN ４９８８．６７ １１７３２．７５ １３０５２．５２ １２０１２．５３
NIE １０９３７．９ １８３１７．４８ １６７５３．２４ １５６５８．６７
AAM －３１１５．２９ １３５１４．０６ ８２０．４９ －３１１２．４９
RUS ５５８．７３ ９８９．６８ １３２６．９９ ７４７．２４
APEC ２９０３４．５８ ７２５２２．９４ ５４５４０．６８ ４５３０２．９２
EU －７４１０．８２ －２１５９２．２９ －７６８８．２５ ５７９．７１
ROW －６９２５．１６ －２３５１９．８８ －１０８０４．１１ －１００４４．３７
世界合計 １４６９８．６ ２７４１０．７７ ３６０４８．３７ ４０８３８．２６
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世界ではAPECの経済厚生水準の上昇が最大となる世界ではない。
 世界全体の合計からみると，全世界が完全に貿易自由化したほう
が，経済厚生水準の上昇が最大となっている。しかし，APECはこ
れと異なり，「開かれた地域主義」の場合が最大である。これは非
常に面白い結果であり，地域経済統合とWTOによる貿易自由化は
どのような関係作りであるかにも関連している。
続いて，シミュレーションの結果による各国のGDPの変化率を見て
みよう。表１１はそれを示したものである。ここからより簡単にわかるよ
うに，優遇関税地域としてのAPECでは，AAMに属するAPECの加盟
国とロシアのGDPの成長率はマイナスになっている。「開かれた地域主
義」の場合，AAMに属するAPEC加盟国のGDPはプラスの成長率を見
せているが，ロシアのGDPの変化率はマイナスのままである。全体四
つのケースのシミュレーションから見るとアジアの国々にとっては
APECの貿易自由化がそのGDPの成長にプラスの影響を与えているが，
アメリカ，カナダ，ロシアなどのAPEC加盟国にとってはGDPの成長率
は少なくとも関税撤廃の静態効果から見れば，決していいこととはいえ
ないだろう。AAMに属するAPEC加盟国のGDPの変化率は「開かれた
表１１ APEC貿易自由化によるGDPの変化率
国・地域
優遇関税地域としての
APEC閉ざされた
地域主義
最恵国待遇原理の
APEC開かれた
地域主義
最恵国待遇原理の
APEC世界各国
との互恵主義
最恵国待遇
（MFN）による
自由世界
ANZ ２．７９ ４．３ ２．８４ ２．１９
JPN １．１２ ２．４ １．２２ ０．８１
ASA ０．６１ ３．９３ ２．５７ １．８７
CHN ０．５ ３．０５ １．５５ １．０２
NIE １．２４ ３．５１ ２．４４ １．９７
AAM －０．５５ ０．２４ －０．７４ －１．１
RUS －０．９９ －１．１２ －２．６ －３．２９
EU －０．８４ －２．７８ －１．４４ －０．７１
ROW －１．１４ －４．４８ －２．７８ －２．９９
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地域主義」の場合のみプラスの成長率を示していることは厚生水準の変
化と同じように「開かれた地域主義」の場合はAPEC貿易自由化の最適
選択と言える。
以上，APECの「ボゴール目標」を迎える直前にAPEC貿易自由化に
ついて四つのケースにデザインしてGTAPモデルを用いてシミュレー
ション分析を行った。その結果により，少なくとも関税撤廃の貿易自由
化の静態効果分析では，経済厚生水準の変化，GDPの変化率から見る
とAPECの貿易自由化がAPECに属するアジア諸国にとって非常によい
結果を見せているが，アメリカ，カナダ，ロシアなどのAPEC加盟国に
とってその結果はよいと言えない。但し，「開かれた地域主義」のケー
スではAPEC加盟国の厚生水準の上昇とGDPの変化率が最もよい結果を
出ているので，少なくともこのケースがAPEC加盟国の貿易自由化の最
適選択であると考えられる。しかし，本論文の分析はあくまでも静態効
果の分析にすぎない，貿易自由化の動態効果を考える際その結果が変
わってくることを十分注意すべきである。
共生の場としてのAPEC
続いて，いわゆる南北問題を念頭に置いた場合のAPECとしての協力
可能性について展望してみることにする。我々の今生活している地球に
は，約５百万種の植物個体群，１千万種の動物個体群，そしておそらく
２～３百万種の微生物が存在する。このうち，動植物の約１０％微生物の
約５％がすでに記載，命名されている。これらの個体群が物理的環境と
だけ関係を持って孤立して存在するのではなく，個体群内はもちろん，
個体群間もお互いに広い範囲で影響しあって存在している。相互作用と
しては，競争，捕食，寄生と共生の関係になる。共生の中でまた偏利作
用，偏害作用，原協同作用と相利作用の４つの種間関係がある。
表１２に生態学における種個体間の相互作用のあり方の分類を示す。こ
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の表を見ると，相互作用がある場合の中でＡとＢ両者とも＋になるのが
２つの関係しかない。双方に不可欠的に相互作用が起こる共利者と不可
欠的ではないが友好的な相互作用が起こる協同者である。「共生」とい
う言葉はただの生物学の定義ではなくなっている。現在の日本社会をは
じめ，世界各国で「共生」という言葉が，ヒトや生物が生存するための
重要な「キーワード」になっている。共生は英語では「symbiosis」と
いう。「共に生きる」という意味である。つまり，地球上にヒトを含む
さまざまな生物が，さまざまな関係をもちながら，互いに絶滅すること
表１２ 種個体群の相互作用の分析
相互作用の型
二つの個体群の成長や生存に及ぼす影響
相互作用の結果
相互作用がない場合 相互作用がある場合
中立作用
ＡとＢは独立
Ａ Ｂ Ａ Ｂ
０ ０ ０ ０
どちらも他の個体群に
影響を与えない
競 争
ＡとＢが競争者
０ ０ － －
影響を受けることの多
い個体群が生態的地位
からは排除される
相利作用
ＡとＢは共利者
－ － ＋ ＋ 双方に不可欠的に相互
作用が起こる
原協同作用
ＡとＢは協同者
０ ０ ＋ ＋ 不可欠的ではないが，
友好的な相互作用
偏利作用
Ａ共生者，Ｂ寄主
－ ０ ＋ ０
Ａには不可欠的である
が，Ｂは影響を受けな
い
偏害作用
Ａ被害者，Ｂ妨害
０ ０ － ０ Ａは被害を受けるが，
Ｂは受けない
寄 生
Ａ寄生者，Ｂ寄主
－ ０ ＋ － Ａには不可欠的である
が，Ｂは被害を受ける
捕 食
Ａ捕食者Ｂ被食者
－ ０ ＋ － Ａには不可欠的である
が，Ｂは被害を受ける
出所：Boughey（１９７３）。
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なく調和を保って共存する。相利共生は異種の個体が「一所に棲む」と
いうことは要するに生物間同士の接近度，あるいは結びつきの強さにか
かわるものである。
非常に大きな議論となるが，ヒトは自分一人では生きていけない，お
互いを支えあいながら生きていく。地球上の生物はすべてそうである。
アジア太平洋地域においては，APECがはじめ，ASEAN諸国の結びつ
きを強める貿易動向が見られている。２１世紀におけるアジア太平洋地域
の繁栄と発展を確かなものとなるための活動を続けている。世界の他の
地域を上回る高い成長を保持し，世界貿易に占める割合は年々高まり，
２割を超えるまでになっている。また，このような貿易の拡大と高い経
済成長により，アジア太平洋地域の世界のGNPに占めるシェアは，約
４割となっている。地域の発展を可能にした要因としては，政治的に
他の地域に較べ相対的に安定していたこと，豊富な労働力を有してい
たこと，日本・アメリカという巨大なアブソーバーが存在していたこ
と，外国資本の積極的な導入とそれに対応する日本，アメリカ等の資
金，資本の供給国が存在し，投資が活発に行われたこと，外的な経済
環境の変動に対し自らの産業・貿易構造を柔軟に転換していく能力が
あったとこと等の点が挙げられた。
今まで，アジア太平洋地域の経済発展してきた経路，得られた効果お
よび要因などを総合して分析すると，この地域における相利共生の協力
活動はいかに大事であることに改めて気づく。「アジア太平洋共同体」
の構築は時代の要請である。
５．APEC２０１０年プロセスに向けたいくつかの雑感
APECの議長エコノミーは周知の通り２００９年にシンガポール，２０１０年
に日本，２００１年には米国である。２００９年にAPECは設立２０周年を迎え，
また２０１０年はボゴール目標の先進エコノミーにとっての評価年となるた
アジア太平洋地域における経済活動の多様性及び協力可能性の検証：要約と政策提言
９２ （９２）
め，APECではこれからの２年間は特に設立原点のアジェンダ（文字
通り，太平洋ワイドの経済協力）の再検討と，ボゴール目標すなわち
TILFアジェンダの達成評価，の２点がクローズアップされるであろう。
また２０１１年には議長エコノミーが米国となるため，FTAAPの検討は
APECの公式会合の場において，今後数年間の大きなアジェンダとなろ
う。
国内構造改革は，国境措置（at the border measures）としてのTILF
（trade and investment liberalization and facilitation）つまり貿易投資
の自由化とならんで重要なもう１つのTILFアジェンダの柱になろう。
いわば国内措置（behind-the-border issues）としてのTILFアジェンダ
の台頭である。またAPECに附設のリサーチ部門ポリシー・サポート・
ユニット（Policy Support Unit）でのリサーチアジェンダ設定には，国
内構造改革がかなり大きく取り上げられることと予想される。つまり国
内構造改革はそのまま今後数年程度のAPEC首脳会議のアジェンダとし
てかなりのプレゼンスを占めることとなろう。
ボゴール目標の中心的アジェンダであるTILFの達成状況と関連して，
既存のFTAの統合整理（Dock and Merge）の可能性は重要な検討事項
であろう。またAPEC事務局長の専任化も今後実現予定のため，東アジ
ア共同体構想とAPECとはその組織的関連性・整合性が早晩具体的に検
討されることともなろう。このことは，アジア通貨危機への対処不能ゆ
えにプレゼンスを低めたAPECを，米中がともに参加する唯一の地域
フォーラムとして今後再浮上させることとなろう。
APECの設立原点の再検討という課題からは，APECの名にふさわし
い「経済協力」すなわちエコテクの新機軸も期待される。
日本としては，このような大きな流れに沿った形で日本の国益ともな
りうるアジェンダのスケールアップ（過去におけるITAのWTOへのス
ケールアップ事例のように）を目指すべき。具体的には，上記の理由で，
千葉大学 経済研究 第２４巻第１号（２００９年６月）
（９３） ９３
従来からの貿易投資の自由化・円滑化に加え，先手を打って国際経済イ
シューとしての国内構造改革を各エコノミーに呼びかけていくことが肝
要である。
APEC加盟メンバーは上記のようないくつかの独自の地域アジェンダ
を通じて，結果的に「WTO＋α」を目指していくべきと思料する。関
税分野における「＋α」の状況は，表１３に示してある。協調的・自発的
貿易自由化努力（concerted unilateral trade liberalization effort）によ
り，確かにWTO加盟国の平均よりはるかに低水準の関税率を実現して
いるのがAPEC加盟メンバーなのである。
最後に，APEC関連のビジネス業界で作るABAC（APEC Business
Advisory Council，APECビジネス諮問委員会）の方向付けである。産
業界の声をより大きくAPECの政策形成に反映させるために，２０１０年の
日本会議に合わせ，ABAC JapanとしてABAC全体に働きかけていって
頂きたい。特に日本企業は環境技術とCSRの両面とも顕在化されたプレ
ゼンスを持っているため，むしろABAC主導で，いわば「APECを通じ
たCSR」としてエコテクの実施をしていくことで，APECの存在意義が
UNを中心とする国際社会においても高まる。ABACとしての２０１０年に
おけるエコテク関連の何かの自主的宣言はあり得るかどうか。これを
２０１０年の日本議長の年にABAC Japanの主導で行うことは可能であろう
表１３ 輸入品に課される譲許関税率（報告された最近年ベース）
（パーセント）
全品目 農産品 非農産品
APECメンバー平均 １６．８ ２１．４ １６．１
非APECメンバー平均 ４２．８ ５９．８ ３１．９
世界平均 ３９．０ ５４．２ ２９．６
出所：WTO， World Trade Report２００４をもとに作成。
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か。２０１０年に向けてAPEC本体が拡充化されているため，この節目の年
におけるABACの変容に陰ながら期待したい。
２００９年１月に誕生した米国オバマ大統領の就任演説においては，「私
たちの多様性という遺産が弱点でなく強みであることを，私たちは知っ
ている…」との下りがある。APEC市民たちは，南北問題の代わりに，
多様性を抱擁（embrace）することができるのである。日本は２０１０年の
議長エコノミーとしての立場をフル活用し，APEC全体に拘束されない
独自の予算にて新機軸の提示を行っていくべきと思われる。その際に，
本研究で注目したAPECの多様性と協力可能性について，ぜひとも注視
していっていただきたいと，APEC市民として願っている。
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Summary
Economic Diversity and Scope for Catalyzing Further
Cooperation in the Asia Pacific Region
Hikari ISHIDO
This paper addresses the diversity and scope for catalyzing further
cooperation in the Asia Pacific region, as the title indicates. With the
complexity of Asia-Pacific region’s trade pattern and financial interde-
pendence evolving further in this new century, the Pacific Rim region
has a significant implication for formulating outward-looking economic
policy. The paper provides factual information on and analytical in-
sight into the region’s diversity; and then provides practical policy rec-
ommendations.
２０１０ is the year in which Japan will chair all the government-level
meetings under the Asia Pacific Economic Cooperation（APEC）.
APEC is a unique international forum in that it（１）propounds an
“open regionalism”of free trade and investment, originally（albeit ar-
guably）on a non-reciprocal basis;（２）operates in a uniquely diverse
economic milieu; and（３） includes as its members the world’s big
economies（including the US, Russia, China and Japan）.
In the arena of international economic policy making, the popularity
of the APEC forum had“hit the bottom”soon after the Asian Finan-
cial Crisis in１９９７, at which APEC could not, at least as a general per-
ception, prescribe any viable policy frameworks. A heart-felt coopera-
tive spirit shared by all the member economies of APEC（including its
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citizens）, therefore, is indispensable for achieving economic stability
and prosperity in this region.
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